
白井市庁舎整備事業基本協定書 

 

白井市（以下「発注者」という。）、第１施工予定者 大成建設株式会社千葉支店（以下「施工予定

者」という。）及び株式会社ＩＮＡ新建築研究所（以下「設計者」という。）は、白井市庁舎整備事業

（以下「本事業」という。）について、次のとおり白井市庁舎整備事業基本協定（以下「本協定」と

いう。）を締結する。 

 

協定基本事項 

 

（本協定の目的） 

第１条 本協定は、本事業における実施設計技術支援者選定プロポーザル（以下「本プロポーザ

ル」という。）において、施工予定者が第１施工予定者として特定されたことを受け、本事業に

おいて、発注者が庁舎に求める機能及び品質を備えた実施設計を完成させることを目的とする

（以下「本協定の目的」という。）。 

２ 発注者、施工予定者及び設計者は、本協定の目的を達成するために、三者が相互に協働し、信

義に従い誠実に本協定を実施しなければならない。 

 

（実施協定書の締結） 

第２条 発注者、施工予定者及び設計者は、本協定書締結後の一定の時期までに、本協定の目的を

達成するため、それぞれの役割を協議の上決定し、別途、白井市庁舎整備事業実施協定書（以下

「実施協定書」という。）を締結するものとする。 

 

（契約目標金額） 

第３条 発注者は、実施協定書において本事業における工事請負契約の目標金額（以下「契約目標

金額」という。）を定めるものとする。なお、発注者は諸物価等に変動があった場合は、施工予

定者及び設計者と協議の上、契約目標金額を変更できるものとする。 

 

（発注者の質疑等に対する対応） 

第４条 施工予定者または設計者は、発注者が実施協定書において、契約目標金額、工期、市内事

業者活用等に関する方針を定めるため、施工予定者が本プロポーザル時に提出した技術提案、Ｖ

Ｅ提案、概算見積等に関し、発注者が基本設計との整合性、内容確認その他の質疑等を行ったと

きは真摯に対応する。 

 

（三者協議会） 

第５条 発注者、施工予定者及び設計者は、本協定の目的を達成する上で採用すべきＶＥ提案等の

技術的・経済的課題を検討するため、三者で構成される白井市庁舎整備実施設計技術協議会（以

下「三者協議会」という。）を設置する。 

２ 施工予定者は、本プロポーザルの趣旨を十分理解し、本協定の目的を達成するため、本プロポー

ザルにおいて施工予定者が行ったＶＥ提案に限らず、更なる技術的提案及び経済的提案を行うも

のとする。 

３ 設計者は、本プロポーザルにおいて施工予定者が行ったＶＥ提案だけでなく、実施設計段階での

施工予定者のＶＥ提案の技術検証、コスト検証を行うとともに、本協定の目的を達成するため、更

なる技術的提案及び経済的提案を行うものとする。 



４ 発注者、施工予定者及び設計者は、基本協定締結後のスケジュールとして下記を目安とし、具体

的なスケジュールについては三者協議会にて確定するものとする。 

  平成２７年７月７日 実施協定書締結 

  平成２７年８月下旬 ＶＥ全体検討完了 

  基本協定書締結から平成２８年３月２５日 ＶＥ協働作業 

  平成２７年１２月上旬 実施設計図書提出 

  平成２８年１月下旬 実施設計図書を基に工事費の内訳が確認できる工事費内訳書を付した 

見積書（以下「工事請負見積書」という。）提出 

５ 三者協議会には、発注者が別途発注する「庁舎整備実施設計策定支援業務委託」における受注者

（以下「発注者支援者」という。）が出席できるものとする。なお、発注者支援者が行う業務に対

して、施工予定者及び設計者は本協定書に従って真摯に対応し、協力する。 

 

（工事請負契約手続等） 

第６条 設計者は、実施設計段階での三者協議会での結果を踏まえて、発注者に実施設計図書（数

量積算書を含む。）を提出する。 

２ 発注者は、実施設計図書に基づき、予定価格を定めるものとする。 

３ 発注者は、施工予定者に対し、工事請負見積書の提出方法等について通知する。 

４ 施工予定者は、発注者から前項の通知に基づき、工事請負見積書を作成の上、これを発注者に提

出する。 

５ 発注者は、施工予定者が発注者に提出した工事請負見積書の金額が、予定価格の範囲内であった

場合は、施工予定者を契約の相手方として工事期間等の契約条件を確認の上、これが整った場合に

限り、白井市財務規則に基づき、施工予定者と工事請負仮契約を締結するものとする。 

６ 前項の規定により締結した工事請負仮契約は、白井市議会において工事請負契約の締結が可決

された場合は可決された日をもって地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条第５項の規

定による工事請負契約書とみなし、否決された場合はその効力を失う。この場合、発注者は損害賠

償等の一切の責任を負わない。 

 

（工事請負契約締結に至らない場合） 

第７条 発注者は、前条第５項において、施工予定者が発注者に提出した工事請負見積書の金額が予

定価格を上回った場合は、施工予定者との工事請負仮契約を締結しないものとする。 

２ 発注者及び施工予定者は発注者あるいは施工予定者のいずれの責にも帰することのできない事

由、又は前条第６項において白井市議会で否決された場合は、本協定の履行に関して、発注者ある

いは施工予定者が既に支出した費用については各自が負担することとし、相互に債権債務は存し

ないものとする。 

 

（特許工法その他の特許権等の取り扱い等） 

第８条 前条により工事請負契約が締結されなかった場合、発注者、設計者及び別途発注者と工事請

負契約書を締結する施工者は、当該実施設計に従い本工事を実施するために必要な限度で、ＶＥ協

議、技術提案で施工予定者が発注者に引き渡した成果物及び実施設計技術支援業務により実施設

計に採用された施工予定者の知的財産権（特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作権、ノウハ

ウ等を指し、特許権、実用新案権、意匠権については施工予定者にかかる発明、考案、意匠で権利

登録される前のもの、商標権については出願中のものを含む。）を使用することができる。ただし、



かかる成果物や知的財産権の使用料の支払いに関しては、別途協議を行う。その場合、成果物の使

用料については、既に施工予定者が技術支援の対価として受け取っていた場合には支払を要しな

いものとし、それ以外の場合は発注者及び施工予定者の間で成果物の作成に要した人件費等を踏

まえ決定することとする。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第９条 施工予定者及び設計者は、発注者の書面による事前の承諾による場合を除き、本協定上の

地位並びに本協定に基づく権利義務を第三者に譲渡し若しくは承継させ、又は担保に供すること

はできない。 

 

（損害賠償等） 

第 10 条 三者協議会の運営にあたり、それぞれの損害賠償義務の有無及び範囲については、信義誠

実の原則に則り、その帰責原因の有無と程度については次の基準に則って定める。 

（１）施工予定者に帰責原因がある場合には、施工予定者が発注者あるいは設計者に発生した損害を

賠償する。 

（２）設計者に帰責原因がある場合には、設計者が発注者あるいは施工予定者に発生した損害を賠償

する。 

（３）発注者に帰責原因がある場合には、発注者が施工予定者あるいは設計者に発生した損害を賠償

する。 

（４）発注者、施工予定者及び設計者のうちの二者以上に帰責原因がある場合は、各自の帰責原因の

程度・割合によってそれぞれの損害賠償の有無と範囲を定める。 

２ 施工予定者が工事請負契約の締結に先立って行った資材発注等によって生じた損害等につい

て、発注者は施工予定者に対して一切の責任を負わない。 

 

（秘密保持等） 

第 11 条 発注者、施工予定者及び設計者は、本協定に関し相手方から秘密情報として受領した情報

を秘密として保持するとともに、秘密情報を本協定の履行以外の目的に使用し、又は本協定の相手

方の事前の承諾を得ずに第三者に開示しない。本業務終了後においても同様とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する情報については、秘密情報としては取り扱わ

ないものとする。 

（１）開示を受けた時点又は知得した時点で既に被開示者が自ら適法に保有していた情報 

（２）開示を受けた時点又は知得した時点で既に公知となっている情報 

（３）開示を受けた後又は知得した後に、被開示者の責によらず公知となった情報 

（４）正当な権限を有する第三者から被開示者が秘密保持義務を負うことなく適法に入手した情  

報 

（５）被開示者が独自に開発したことを証明し得る情報 

（６）法令により又は主務官庁若しくは裁判所等の公的機関により開示が要請された情報 

 

（協定内容の変更） 

第12条 本協定書に規定する各事項は、発注者、施工予定者及び設計者の書面による同意がなけれ

ば変更することはできない。 



（準拠法及び管轄裁判所） 

第13条 本協定は、日本国の法令に従い解釈されるものとし、また、本協定に関して生じた当事者

間の紛争について、千葉県白井市を管轄する裁判所をもって第一審の専属管轄裁判所とする。 

 

（有効期間）  

第 14 条 本協定の有効期間は、本協定の締結の日から工事請負契約の締結が議会において議決され

た日までとする。ただし、第７条第１項により工事請負仮契約が締結されなかった場合は、工事請

負見積書が提出された日までとする。  

２ 前項の規定にかかわらず、第８条の規定については、本協定の有効期間の経過後も有効とす

る。 

 

（その他） 

第15条 本協定書に定めのない事項については、必要に応じて発注者、施工予定者及び設計者が協

議して定める。 

 

以上、本協定締結の証として本書３通を作成し、発注者、施工予定者及び設計者が記名押印の上、

各自１通を保有する。 

 

 

平成２７年７月７日 

          

           発 注 者  住 所 千葉県白井市復１１２３番地 

氏 名 白 井 市                                       

白 井 市 長  伊 澤  史 夫 

                         

                       

施工予定者  住 所 千葉県千葉市中央区新町１０００番地 

氏 名 大成建設株式会社千葉支店 

    執行役員支店長 岩 田  丈 

 

                        

設 計 者  住 所 東京都文京区白山３丁目１番８号 

氏 名 株式会社ＩＮＡ新建築研究所 

    代表取締役社長 片桐 裕明 

 

 


